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１．18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

(1）経営成績 （金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）

売　　　 上　　　 高 営　　業　　利　　益 経　　常　　利　　益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
18年３月期 206,831 11.7 3,075 58.0 10,236 △7.4
17年３月期 185,232 0.1 1,946 △55.3 11,057 △17.1

当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総　資　本
経常利益率

売　上　高
経常利益率

百万円 ％  円 銭  円　銭 ％ ％ ％
18年３月期 △3,378 －  △8.47  － △1.9 2.8 4.9
17年３月期 3,504 54.6  8.72  8.40 1.9 3.0 6.0

（注）①期中平均株式数 18年３月期 399,056,975株 17年３月期 399,074,238株

②会計処理の方法の変更 有

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2）配当状況  

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配 当 率中  　間 期  　末

  円　銭  円　銭  円　銭 百万円 ％ ％

18年３月期  7.00  －  7.00 2,793 － 1.6
17年３月期  7.00  －  7.00 2,793 80.3 1.5

（注）18年３月期期末配当金の内訳 記念配当 －円－銭、 特別配当 －円－銭

(3）財政状態  

総　　 資　　 産 株　 主 　資 　本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％  円　銭

18年３月期 357,560 179,669 50.2  450.24
17年３月期 361,664 183,017 50.6  458.56

（注）①期末発行済株式数 18年３月期 399,051,135株 17年３月期 399,062,072株

②期末自己株式数 18年３月期 116,560株 17年３月期 105,623株

２．19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

売　上　高 経 常 利 益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中　  間 期 　 末

百万円 百万円 百万円  円　銭  円　銭  円　銭

中間期 104,000 3,400 1,900 － － －
通　期 214,000 12,000 7,300 －  7.00  7.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　18円29銭

（注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資

料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる

可能性があります。業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の６ページを参照してください。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成17年３月31日）
当事業年度

（平成18年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資産の部）         
Ⅰ　流動資産         
１．現金及び預金   11,240   9,773   
２．受取手形 ※２  4,185   4,306   
３．売掛金 ※２  44,046   48,841   
４．仕入製品   2,558   2,103   
５．未着品   1,060   1,086   
６．製品   1,235   1,040   
７．原材料   1,760   1,880   
８．仕掛品   2,403   2,883   
９．貯蔵品   149   139   
10．前払費用   433   475   
11．関係会社短期貸付金   46,809   46,426   
12．未収入金 ※２  5,477   3,167   
13．立替金   18   21   
14．繰延税金資産   2,799   1,895   
15．その他   1,523   1,071   
16．貸倒引当金   △32   △35   

流動資産合計   125,670 34.8  125,077 35.0 △592
Ⅱ　固定資産         
(1）有形固定資産         
１．建物  29,181   28,704    

減価償却累計額  19,210 9,970  19,690 9,013   
２．構築物  1,981   1,948    

減価償却累計額  1,453 527  1,459 488   
３．機械及び装置  27,910   27,374    

減価償却累計額  22,425 5,485  22,021 5,352   
４．車両運搬具  42   45    

減価償却累計額  28 13  31 13   
５．工具器具及び備品  7,695   9,353    

減価償却累計額  5,734 1,961  6,005 3,348   
６．土地   8,949   7,430   
７．建設仮勘定   116   404   

有形固定資産合計   27,024   26,051  △973
(2）無形固定資産         
１．特許権   3,157   2,736   
２．借地権   49   49   
３．ソフトウェア   377   394   
４．その他   46   45   

無形固定資産合計   3,631   3,225  △405
(3）投資その他の資産         
１．投資有価証券   6,159   10,812   
２．関係会社株式   161,366   161,861   
３．出資金   0   0   
４．関係会社出資金   32,406   32,406   
５．従業員長期貸付金   8   6   
６．関係会社長期貸付金   5,725   553   
７．破産更生債権等   20   0   
８．長期前払費用   546   414   
９．繰延税金資産   5,572   3,173   
10．その他   545   482   
11．貸倒引当金   △7,065   △6,542   

投資その他の資産合計   205,284   203,169  △2,115
固定資産合計   235,940 65.2  232,446 65.0 △3,494

Ⅲ　繰延資産         
１．社債発行費   53   36   

繰延資産合計   53 0.0  36 0.0 △16
資産合計   361,664 100.0  357,560 100.0 △4,103
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前事業年度

（平成17年３月31日）
当事業年度

（平成18年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（負債の部）         
Ⅰ　流動負債         
１．支払手形   3,195   3,400   
２．買掛金 ※２  27,961   32,265   
３．短期借入金   50,632   43,600   
４．１年以内に返済予定の

長期借入金
  1,000   6,000   

５．１年以内に償還予定の
社債

  ―   3,000   

６．１年以内に償還予定の
新株引受権付社債

  4,000   ―   

７．未払金   2,653   2,077   
８．未払法人税等   622   868   
９．未払費用   1,155   949   
10．前受金   3   25   
11．預り金   407   217   
12．前受収益   91   129   
13．賞与引当金   1,749   1,953   
14．事業構造改革損失

引当金
  ―   3,546   

15．設備関係支払手形   264   129   
16．その他   491   72   

流動負債合計   94,228 26.1  98,237 27.5 4,008
Ⅱ　固定負債         
１．社債   38,000   36,500   
２．長期借入金   46,000   43,000   
３．退職給付引当金   368   104   
４．執行役員退職給与

引当金
  49   49   

固定負債合計   84,418 23.3  79,654 22.3 △4,764
負債合計   178,646 49.4  177,891 49.8 △755
         

（資本の部）         
Ⅰ　資本金 ※３  68,258 18.9  68,258 19.1 ―
Ⅱ　資本剰余金         
１．資本準備金   94,756   94,756   

資本剰余金合計   94,756 26.2  94,756 26.5 ―
Ⅲ　利益剰余金         
１．利益準備金   2,085   2,085   
２．任意積立金         

別途積立金  11,500 11,500  11,500 11,500   
３．当期未処分利益又は

当期未処理損失（△）
  4,898   △1,297   

利益剰余金合計   18,483 5.1  12,287 3.4 △6,195
Ⅳ　その他有価証券

評価差額金
  1,575 0.4  4,428 1.2 2,853

Ⅴ　自己株式 ※４  △56 △0.0  △61 △0.0 △5

資本合計   183,017 50.6  179,669 50.2 △3,348
負債及び資本合計   361,664 100.0  357,560 100.0 △4,103
         

－ 36 －



(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅰ　売上高         

１．仕入製品売上高 ※９  157,613   181,588   

２．製品売上高 ※９  27,618   25,242   

売上高合計   185,232 100.0  206,831 100.0 21,598

Ⅱ　売上原価         

１．仕入製品期首たな卸高  2,781   2,558    

２．当期仕入製品仕入高 ※９ 137,709   155,553    

３．他勘定より振替高 ※２ 912   3,006    

合計  141,403   161,118    

４．他勘定への振替高 ※３ 104   874    

５．仕入製品期末たな卸高  2,558 138,741  2,103 158,140   

６．製品期首たな卸高  1,142   1,235    

７．当期製品製造原価 ※１ 25,246   25,845    

８．他勘定より振替高 ※４ 253   119    

合計  26,641   27,199    

９．他勘定への振替高 ※５ 1,180   1,389    

10．製品期末たな卸高  1,235 24,225  1,040 24,769   

売上原価   162,966 88.0  182,910 88.4 19,944

売上総利益   22,265 12.0  23,920 11.6 1,654

Ⅲ　販売費及び一般管理費         

１．販売手数料  165   175    

２．荷造運賃  2,059   2,094    

３．広告宣伝費  94   73    

４．製品検査料  522   465    

５．役員報酬  259   254    

６．給料手当  3,665   3,697    

７．賞与引当金繰入額  969   1,048    

８．福利厚生費  751   790    

９．交際費  102   98    

10．旅費交通費  936   1,053    

11．通信費  137   136    

12．水道光熱費  101   104    

13．事務用消耗品費  50   48    

14．租税公課  389   354    

15．減価償却費  607   675    

16．修繕費  101   171    

17．業務委託費  1,135   1,176    

18．保険料  76   90    

19．手数料  207   136    

20．賃借料  1,297   1,163    

21. 弁護士会計士等報酬  ―   2,942    

22．研究開発費 ※１ 4,099   3,962    

23．その他  2,587 20,319 10.9 129 20,844 10.1 525

営業利益   1,946 1.1  3,075 1.5 1,129

Ⅳ　営業外収益         

１．受取利息 ※９ 708   638    

２．受取配当金 ※９ 10,047   7,759    

３．固定資産賃貸収入  295   212    

４．その他  554 11,606 6.2 566 9,176 4.4 △2,429

Ⅴ　営業外費用         

１．支払利息及び割引料  615   771    

２．社債利息  1,129   740    

３．社債発行費償却  43   46    

４．為替差損  260   166    

５．その他  445 2,494 1.3 291 2,016 1.0 △478

経常利益   11,057 6.0  10,236 4.9 △821
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前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅵ　特別利益         

１．固定資産売却益 ※６ 126   477    

２．投資有価証券売却益  ―   191    

３．新株引受権戻入益  ―   447    

４．貸倒引当金戻入額  184 310 0.2 41 1,157 0.6 847

Ⅶ　特別損失         

１．固定資産売却損 ※７ 1,378   12    

２．固定資産除却損 ※８ 123   136    

３．減損損失 ※10 ―   1,642    

４．投資有価証券評価損  590   ―    

５．貸倒引当金繰入額  1,668   316    

６．関係会社株式評価損  ―   5,230    

７．関係会社事業整理損  1   49    

８．製品補償損失  270   29    

９．事業構造改革損失 ※11 ―   3,637    

10．退職給付費用  476   ―    

11．役員退職慰労金  12 4,522 2.5 423 11,479 5.5 6,956

税引前当期純利益又は

税引前当期純損失（△）
  6,845 3.7  △85 △0.0 △6,930

法人税、住民税及び

事業税
  2,279   1,815   

法人税等調整額   1,062   1,478   

法人税等合計   3,341 1.8  3,293 1.6 △47

当期純利益又は

当期純損失（△）
  3,504 1.9  △3,378 △1.6 △6,883

前期繰越利益   1,393   2,081  687

自己株式処分差損   0   0  △0

当期未処分利益又は

当期未処理損失（△）
  4,898   △1,297  △6,195
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(3）利益処分案

株主総会承認年月日  
前事業年度

（平成17年６月29日）
株主総会承認予定年月日  

当事業年度
（平成18年６月29日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 区分
注記
番号

金額（百万円）

Ⅰ　当期未処分利益   4,898 Ⅰ　当期未処理損失   1,297

Ⅱ　利益処分額    Ⅱ　任意積立金取崩額    

配当金 ※２ 2,793        別途積立金取崩額  5,000 5,000

役員賞与金
（うち監査役賞与金）

 
23
(3)

2,816  　　　　合　　　計  
 3,702

Ⅲ　次期繰越利益   2,081 Ⅲ　利益処分額    

    配当金 ※２ 2,793 2,793

    Ⅳ　次期繰越利益   908

        

　（注）１．取締役の報酬について、商法第269条に基づいて株主総会に付議する事項はありません。

　　　※２. １株当たり配当金  

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

年間 中間 期末 年間 中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

 普通（旧）株式 7 00 － 7 00 7 00 － 7 00

 （うち）

 記念配当

 特別配当

 

－

－

 

－

－

 

－

－

 

－

－

 

－

－

 

－

－

 普通（新）株式 － － － － － －

 優先株式 － － － － － －

 子会社連動配当株式 － － － － － －
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び
評価方法

  

子会社株式及び関連会社
株式

移動平均法による原価法 同左

その他有価証券   

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

同左

時価のないもの 移動平均法による原価法 同左

２．たな卸資産の評価基準及
び評価方法

  

仕入製品 移動平均法による原価法 同左

製品 移動平均法による原価法 同左

原材料
 

移動平均法による原価法
ベアリング、ねじ、計測機器、モー
ター及び特殊機器の材料

同左
 

仕掛品
 

移動平均法による原価法
ベアリング、ねじ、モーター

同左
 

 
 

個別法による原価法
計測機器、特殊モーター、特殊機器

同左
 

貯蔵品
 

移動平均法による原価法
ベアリング、ねじ、計測機器、モー
ター及び特殊機器の製造用消耗品

同左
 

３．固定資産の減価償却の方法   

有形固定資産 定率法
　なお、主な耐用年数は、次のとおりであ
ります。

建物及び構築物　　　　　４～60年
機械及び装置　　　　　　２～15年
工具器具及び備品　　　　２～20年

　また、少額の減価償却資産（取得価額
が10万円以上20万円未満の減価償却資産）
については、事業年度毎に一括して３年間
で均等償却しております。

定率法
　なお、主な耐用年数は、次のとおりであ
ります。

建物及び構築物　　　　　２～50年
機械及び装置　　　　　　２～15年
工具器具及び備品　　　　２～20年

　また、少額の減価償却資産（取得価額
が10万円以上20万円未満の減価償却資産）
については、事業年度毎に一括して３年間
で均等償却しております。

無形固定資産 定額法
　なお、ソフトウェア（自社利用分）につ
いては、社内における見込利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用しておりま
す。

同左

長期前払費用 定額法 同左

４．繰延資産の処理方法   

社債発行費 商法施行規則の規定に基づき３年間均等償
却

同左
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項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

５．外貨建の資産又は負債の
本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為
替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。

同左

６．引当金の計上基準   

貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一
般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

同左

賞与引当金 　従業員の賞与の支給に備えるため、支給
見込額基準により計上しております。

同左

退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業
年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当事業年度末において
発生していると認められる金額を計上して
おります。
　なお、会計基準変更時差異（2,474百万
円）については、５年による按分額を「退
職給付費用」として特別損失に計上してお
ります。
　数理計算上の差異については、一定の年
数（５年）による定額法により、発生した
翌期から費用処理することとしております。

　従業員の退職給付に備えるため、当事業
年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当事業年度末において
発生していると認められる金額を計上して
おります。
　数理計算上の差異については、一定の年
数（５年）による定額法により、発生した
翌期から費用処理することとしております。
  (会計方針の変更)
 当事業年度より「「退職給付に係る会計
基準」の一部改正」（企業会計基準第３号
　平成17年３月16日）及び「「退職給付に
係る会計基準」の一部改正に関する適用指
針」（企業会計基準適用指針第７号　平
成17年３月16日）を適用しております。こ
れによる損益に与える影響はありません。

執行役員退職給与引当金 　執行役員の退職金の支給に備えるため、
内規による当期末要支給額を計上しており
ます。

同左

事業構造改革損失引当金 ────── 　キーボード事業等の構造改革計画の決定
に基づき、今後発生が見込まれる費用につ
いて、合理的に見積もられる金額を計上し
ております。 

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっております。

同左

８．ヘッジ会計の方法 　為替予約等が付されている外貨建金銭債
権債務については、振当処理を行っており
ます。
　なお、為替予約取引は資金部において輸
出入取引等に係る為替相場変動によるリス
クをヘッジする目的で行っております。
　また、為替予約の締結時に、リスク管理
方針に従って、外貨建による同一金額で同
一期日の為替予約をそれぞれ振当てている
ため、その後の為替相場の変動による相関
関係は完全に確保されており、その判定を
もって有効性の判定に代えております。

同左

９．その他財務諸表作成のた
めの重要な事項

  

消費税等の会計処理 　税抜方式によっております。 同左

－ 41 －



会計処理の変更

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

────── （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平

成15年10月31日　企業会計基準適用指針第６号）を適用し

ております。

　これにより税引前当期純損失が1,642百万円増加しており

ます。

　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

項目
前事業年度

（平成17年３月31日）
当事業年度

（平成18年３月31日）

　１．偶発債務 　次の各会社の銀行借入等に対して債務保

証をしております。

　次の各会社の銀行借入等に対して債務保

証をしております。

 （保証先） （金額）

MINEBEA THAI LIMITED 7,321百万円

（千US$ 7,200

千BAHT 488,765

 5,214百万円）

MINEBEA (HONG KONG) LIMITED

 3,827百万円

（千US$ 26,500

千HK$ 35,000

 500百万円）

MINEBEA ELECTRONICS & HI-TECH COMPONENTS

(SHANGHAI) LTD.

 3,189百万円

（千US$ 29,700）

NMB-Minebea UK Ltd 2,669百万円

（千STG.￡ 13,211）

SHANGHAI SHUN DING TECHNOLOGIES LTD.

 2,438百万円

（千US$ 18,470

千RMB 35,000）

PELMEC THAI LIMITED 1,952百万円

（千BAHT 350,463

 995百万円）

NMB THAI LIMITED 1,638百万円

（千US$ 4,388

千BAHT 164,741

千EUR 271

 679百万円）

PELMEC INDUSTRIES (PTE.) LIMITED

 1,566百万円

（千S$ 24,035）

NMB PRECISION BALLS LIMITED

 1,480百万円

（千US$ 1,956

千BAHT 151,310

千STG.￡ 195

 817百万円）

NMB HI-TECH BEARINGS LIMITED

 1,441百万円

（千US$ 1,835

千BAHT 20,368

 1,188百万円）

その他８社 2,328百万円

計 29,854百万円

（保証先） （金額）

MINEBEA THAI LIMITED 7,797百万円

（千US$ 12,500

千BAHT 481,641

千EUR 242

千SF  1,987

   4,660百万円）

MINEBEA (HONG KONG) LIMITED

 6,942百万円

（千US$ 50,800

 975百万円）

SHANGHAI SHUN DING TECHNOLOGIES LTD.

 5,835百万円

（千US$ 31,830

千RMB 143,020）

PELMEC INDUSTRIES (PTE.) LIMITED

 　2,869百万円

（千US$ 2,220

千S$ 　 35,540

千EUR   205）

NMB THAI LIMITED 2,017百万円

（千US$ 6,700

千BAHT 23,703

千EUR 600

 1,072百万円）

PELMEC THAI LIMITED 1,893百万円

（千BAHT 295,232

 1,001百万円）

NMB HI-TECH BEARINGS LIMITED

 1,709百万円

（千US$ 828

千BAHT 274,319

 783百万円）

その他12社 4,482百万円

計 33,548百万円

 （外貨建保証債務については、決算時の為

替相場による円換算額を付しておりま

す。）

（同左）

※２．関係会社に係る注記 　区分掲記されたもの以外で、各科目に含

まれている関係会社に対するものは、次の

とおりであります。

　区分掲記されたもの以外で、各科目に含

まれている関係会社に対するものは、次の

とおりであります。

 債権  債務

受取手形 236百万円  買掛金 22,394百万円

売掛金 24,671百万円    

未収入金 4,250百万円    

債権  債務

受取手形 585百万円  買掛金 26,959百万円

売掛金 30,560百万円    

未収入金 2,745百万円    
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項目
前事業年度

（平成17年３月31日）
当事業年度

（平成18年３月31日）

※３．授権株式数

発行済株式総数

普通株式 1,000,000,000株

普通株式 399,167,695株

普通株式 1,000,000,000株

普通株式 399,167,695株

※４．自己株式の保有数 普通株式 105,623株 普通株式 116,560株

５．貸出コミットメントラ

イン契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引金融機関と貸出コミットメント

契約を締結しております。この契約に基づ

く当事業年度末の借入未実行残高は、次の

とおりであります。

　当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引金融機関と貸出コミットメント

契約を締結しております。この契約に基づ

く当事業年度末の借入未実行残高は、次の

とおりであります。

 貸出コミットメントの総額 7,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 7,000

貸出コミットメントの総額 10,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 10,000

　６．配当制限 　商法施行規則第124条第３号に規定する

金額は、1,575百万円であります。

　商法施行規則第124条第３号に規定する

金額は、4,428百万円であります。
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（損益計算書関係）

項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１．研究開発費の総額 　一般管理費及び当期製造費用に含まれる

研究開発費は8,289百万円であります。

　一般管理費及び当期製造費用に含まれる

研究開発費は7,538百万円であります。

※２．他勘定より振替高 原材料 128百万円

試験研究費 3

その他 780

計 912

原材料 1,341百万円

有形固定資産 295

廃棄処分 40

営業譲渡による

譲受高
466

その他 862

計 3,006

※３．他勘定への振替高 有形固定資産 14百万円

試験研究費 13

廃棄処分 9

その他 66

計 104

有形固定資産 233百万円

試験研究費 23

廃棄処分 147

その他 469

計 874

※４．他勘定より振替高 原材料 56百万円

有形固定資産 124

廃棄処分 29

その他 43

計 253

原材料 42百万円

有形固定資産 23

廃棄処分 31

その他 21

計 119

※５．他勘定への振替高 原材料 525百万円

有形固定資産 219

試験研究費 322

その他 112

計 1,180

原材料 762百万円

有形固定資産 182

試験研究費 296

廃棄処分 51

その他 96

計 1,389

※６．固定資産売却益 　機械及び装置の売却益122百万円（うち

関係会社への売却益112百万円）、車両運

搬具の売却益２百万円、工具器具及び備品

の売却益１百万円（うち関係会社への売却

益１百万円）であります。

　建物の売却益359百万円、機械及び装置

の売却益107百万円（うち関係会社への売

却益99百万円）、車両運搬具の売却益０百

万円（うち関係会社への売却益０百万

円）、工具器具及び備品の売却益５百万円

（うち関係会社への売却益５百万）、土地

の売却益４百万円であります。

※７．固定資産売却損 　土地の売却損1,289百万円、建物の売却

損62百万円、構築物の売却損16百万円、機

械及び装置の売却損８百万円、工具器具及

び備品の売却損１百万円であります。

　建物の売却損３百万円、構築物の売却損

０百万円、機械及び装置の売却損９百万円

（うち関係会社への売却損０百万円）、工

具器具及び備品の売却損０百万円、土地の

売却損０百万円であります。

※８．固定資産除却損 　建物の除却損12百万円、構築物の除却損

３百万円、機械及び装置の除却損65百万円、

工具器具及び備品の除却損42百万円であり

ます。

　建物の除却損34百万円、構築物の除却損

６百万円、機械及び装置の除却損63百万円、

車両運搬具の除却損０百万円、工具器具及

び備品の除却損31百万円、その他の除却損

０百万円であります。

※９．関係会社との主な取引 仕入製品売上高 109,136百万円

製品売上高 8,260

仕入製品仕入高 124,594

受取利息 698

受取配当金 10,011

仕入製品売上高 131,955百万円

製品売上高 7,570

仕入製品仕入高 135,131

受取利息 624

受取配当金 7,688
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項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※10．減損損失  ────── 減損損失を認識した資産グループの概況

用途 場所

減損損失

種類
金額

(百万円)

遊休

資産

旧京都工場，旧

茨城工場，旧一

関工場，旧金ヶ

崎工場，旧かね

もり㈱北陸支社

の５施設（京都

府八幡市 他） 

建物 132

土地 1,509

計 1,642

資産のグルーピング方法

　事業の区分をもとに、概ね独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の単

位にて、資産のグルーピングを行ってお

ります。

減損損失の認識に至った経緯

　当事業年度に減損処理の対象となる固

定資産（建物・土地）は、現状遊休資産

であり、今後有効な利用計画が無く、地

価も著しく下落しているため減損損失を

認識いたしました。

回収可能価額の算定方法

　正味売却価額により測定しており、そ

の評価額は不動産鑑定評価基準に基づき

算定しております。

※11．事業構造改革損失  ──────   キーボード事業等の構造改革計画に

基づく引当金繰入額と当期発生額であり、

内訳は次のとおりであります。

事業再編に係る固定資産及びたな卸資

産の処分損               620百万円

事業再編に係る関係会社支援見込額

3,016

 計 3,637
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①　リース取引関係

項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

  

①　リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

 

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

 
期末残高
相当額
(百万円)

車両運搬具 213  112  100

工具器具及び

備品
2,021  1,074  946

ソフトウェア 42  31  11

計 2,277  1,218  1,058

 
取得価額
相当額
(百万円)

 

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

 
期末残高
相当額
(百万円)

車両運搬具 179  83  96

工具器具及び

備品
1,893  998  894

ソフトウェア 35  19  15

計 2,107  1,101  1,006

 　なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。

同左

②　未経過リース料期末残高

相当額

１年以内 480百万円

１年超 577

計 1,058

１年以内 472百万円

１年超 534

計 1,006

 　なお、未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、「支

払利子込み法」により算定しております。

同左

③　支払リース料及び減価償

却費相当額

支払リース料 657百万円

減価償却費相当額 657

支払リース料 559百万円

減価償却費相当額 559

④　減価償却費相当額の算定

方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

同左

②　有価証券関係

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、あり

ません。

同左
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③　税効果会計関係

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）   

賞与引当金損金算入限度超過額 682百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 20 

投資有価証券評価損 1,749 

関係会社株式評価損 2,278 

貸倒引当金損金算入限度超過額 2,759 

繰越外国税額控除 1,360 

その他 530 

繰延税金資産合計 9,378 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 1,006 

繰延税金負債合計 1,006 

繰延税金資産の純額 8,371 

（繰延税金資産）   

賞与引当金損金算入限度超過額 762百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 60 

投資有価証券評価損 1,671 

関係会社株式評価損 3,383 

貸倒引当金損金算入限度超過額 2,553 

事業構造改革損失引当金否認 1,383 

繰越外国税額控除 602 

減損損失 641 

減価償却費損金算入限度超過額 386 

未払事業税否認 287 

その他 293 

小計 12,021 

評価性引当額 △4,122 

繰延税金資産合計 7,899 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 2,831 

繰延税金負債合計 2,831 

繰延税金資産の純額 5,068 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 39.0％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目
1.1

 

住民税均等割等 3.0 

源泉所得税 4.2 

その他 1.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.8 

    税引前当期純損失を計上しているため、記載をしてお

りません。

④  継続企業の前提

        該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 458円56銭 450円24銭

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△) ８円72銭 △８円47銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ８円40銭 　潜在株式は存在するものの１

株当たり当期純損失であるため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる事項は、

次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△)   

損益計算書上の当期純利益又は

当期純損失(△)（百万円）
3,504 △3,378

普通株式に係る当期純利益又は

当期純損失(△)（百万円）
3,481 △3,378

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳　　

（百万円）
  

利益処分による役員賞与金 23 －

普通株式の期中平均株式数（株） 399,074,238 399,056,975

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（百万円） 107 －

支払利息（税額相当額控除後） 107 －

普通株式増加数の主要な内訳   

第４回国内無担保転換社債（株） 27,860,082 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜

在株式の概要（百万円）

  

第４回無担保新株引受権付社債（額面金額） 4,000 －
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　平成17年３月１日の当社取締役会において、当社は平成

17年４月１日をもって連結子会社であるミネベアエレクト

ロニクス株式会社より営業の全部を譲受け、ミネベアエレ

クトロニクス株式会社を清算することを決議し、同社は清

算手続きに入りました。

(1）営業譲受けの目的

　当社の連結子会社であるミネベアエレクトロニクス株

式会社は、昭和61年５月、電子材料及びそれらを応用し

た電子部品、電子デバイスの製造販売並びに輸出入等を

する目的で設立されました。ミネベアエレクトロニクス

株式会社関連事業の営業を当社に集中して一層の経営効

率化をはかるため、平成17年４月１日付けで、同社の営

業全部を譲受け、その後、同社を清算することになりま

した。

(2）譲受け資産及び負債の金額

譲受資産　　　　3,918百万円

譲受負債　　　　　252百万円

(3）ミネベアエレクトロニクス株式会社の概要

（平成17年３月31日現在）

①　代表取締役社長　山岸　孝行

②　本店所在地　　　静岡県袋井市浅名1743番地の１

③　設立年月日　　　昭和61年５月28日

④　資本金　　　　　720百万円

⑤　株主　　　　　　ミネベア株式会社　100％

⑥　売上高　　　　　18,664百万円

⑦　経常損失　　　　134百万円

(4）営業譲渡及び清算に伴う業績への影響

　営業譲渡及び清算に伴う業績への影響はありません。

──────
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７．役員の異動
 

 

１．代表者の異動：

該当事項はありません。

２．その他役員の異動：

① 新任監査役候補（平成１８年６月29日付）

　　 監査役（非常勤）　　藤原　宏髙　　（現　ひかり総合法律事務所　弁護士）

 

(注)新任監査役候補　藤原　宏髙氏は、社外監査役であります。
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